
Ⅵ 参考資料

１．設計変更ガイドラインの契約図書への位置づけ

２．工事請負契約書
◆工事用地の確保等（契約書第１６条）
◆条件変更等(契約書第１８条)
◆設計図書の変更（契約書第１９条）
◆工事の中止(契約書第２０条)
◆受注者の請求による工期の延長（契約書第２２条）
◆発注者の請求による工期の短縮等（契約書第２３条）
◆工期の変更方法（契約書第２４条）
◆請負代金額の変更方法等（第２５条）
◆受注者の催告によらない解除権（契約書第５１条）
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１．設計変更ガイドラインの契約図書への位置づけ

変更基準の明確化

「設計変更ガイドライン」、「工事一時中止
ガイドライン」の運用徹底

（特記仕様書に明記 （義務化））

運用の徹底を図るため特記仕様書に記載し、契約の一事項として扱うこ
ととした。

土木工事特記仕様書

○○条
設計変更等については、契約書第１８条から第２５条まで及び土木工事共通仕様書共
通編１－１－１－１３から１－１－１－１５に記載しているところであるが、その具体的な
考え方や手続きについては、「工事請負契約におけるガイドライン（総合版）令和７年４月」
（奈良県 県土マネジメント部 技術管理課）によることとする。
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第１６条（工事用地の確保等）

１．発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地（以下「工
事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別の定めがあるとき
は、その定められた日）までに確保しなければならない。

２．受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

３．工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該工事
用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負
人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去すると
ともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。

４．前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は
工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件
を処分し、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、
受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、ま
た、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。

５．第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見
を聴いて定める。

２．建設工事請負契約書
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第１８条（条件変更等）
１．受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事案を発見したときは、その旨を直ち
に監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。
（１）図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優先順位

が定められている場合を除く。）。
（２）設計図書に誤謬又は脱漏があること。
（３）設計図書の表示が明確でないこと。
（４）工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な

施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。
（５）設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じたこと。

２．監督職員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見したときは、
受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合には、
受注者の立会いを得ずに行うことができる。

３．発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があるときは、
当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、その結果を受注者に通知しなければならない。
ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、
当該期間を延長することができる。

４．前項の調査の結果、第１項の事実が確認された場合において必要があるときは、次表の左欄に掲
げる事実の区分に応じ、同表の中欄に掲げる設計図書の訂正又は変更を、同表の右欄に掲げる者
が行わなければならない。

５．前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要があると認められ
るときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけれ
ばならない。
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該当する事実 訂正又は変更の区分 訂正又は変更を行う者

第１項第１号から第３号
までのいずれか

発注者

第１項第４号又は第５号 工事目的物の変更を伴うもの 発注者

工事目的物の変更を伴わないもの 受注者と協議の上、発注者

訂正

変更



第１９条（設計図書の変更）

発注者は、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変
更することができる。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請
負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけばならない。

第２０条（工事の中止）

１．工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、
火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）であって受注者の
責に帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動し
たため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに
受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。

２．発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注者に通
知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。

３．発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があると認め
られるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持
し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴
う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな
い。
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第２２条（受注者の請求による工期の延長）

１．受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注者の責め
に帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示
した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することができる。

２．発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、工
期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰すべき事由による
場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害を及ぼし
たときは必要な費用を負担しなければならない。

第２３条（発注者の請求による工期の短縮等）

１．発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に請
求することができる。

２．発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更し、又は受
注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。
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第２４条（工期の変更方法）

１．工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４
日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

２．前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知する
ものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第２２条の場合にあっては発注者が
工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受けた日）か
ら７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に
通知することができる。

133

第２５条（請負代金額の変更方法等）

１. 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日
から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

２. 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知する
ものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から 7 日以内に協議開始の日を通知
しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。

３. この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注
者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。
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第５１条（受注者の催告によらない解除権）

１．受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。
（１）第１９条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少したとき。
（２）第２０条の規定による工事の施工の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５が６月

を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合は、その一部を
除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。


